
第２章 ごみ処理の現状と課題 

 

２－１ ごみ処理の現状 

 

（１）総排出量 
 本市のごみ総排出量は、ゆるやかな減少傾向にあり、平成 25 年度は約 14 万 5 千ｔ

で、平成 19 年度に比べて約 1 万 8 千ｔ減少しています。 

 一方、人口は平成 21 年度をピークに減少傾向に転じています。 

 

 
※１ 総排出量 ＝ 収集ごみ量 ＋ 持込ごみ量 ＋ 集団資源回収量 

※２ 総排出量には、市が処理に関与しないで、事業者の独自ルートで資源回収された 

もの（販売店等による資源物回収など）の量は含まれていない。 

※３ 人口は各年度の 10 月 1 日現在の常住人口 

  

図２－１ 総排出量と人口の推移 
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（２）数値目標の達成状況 
 前計画では、３Ｒ（廃棄物等の発生抑制・再使用・再生利用）を計画的に達成して   

いくために、平成 30 年度を目標年次とした数値目標を設定しています。 

 なお、平成 25 年度の時点において、すべての指標について目標値は未達成です。 
  

表２－１ 前計画の数値目標の達成状況 

 平成 19 年度 

実 績 

平成 25 年度 

実 績 

平成 30 年度 

目 標 

① １人１日あたり排出量 

（排出原単位） 
946ｇ／人・日 846ｇ／人・日 830ｇ／人・日以下 

② 資源化率 19.9％ 20.1％ 35％以上 

③ 焼却処理量削減率 
基準年 

（128,409ｔ） 

8.3％削減 

（117,701ｔ） 

20％以上削減 

（102,727ｔ以下） 

④ 最終処分量削減率 
基準年 

（18,511ｔ） 

34.1％削減 

（12,199ｔ） 

40％以上削減 

（11,106ｔ以下） 

⑤ 市民一人ひとりの 

家庭ごみ削減の努力目標 

（燃やすごみの量） 

基準年 

（501ｇ／人・日） 

30ｇ減量 

（471ｇ／人・日） 

150ｇ減量 

（約 350ｇ／人・日） 

 

① １人１日あたり排出量（排出原単位） 

 平成 25 年度の実績は 846ｇ／人・日で、平成 19 年度から 100ｇ／人・日減少

しており、目標達成に向けた進捗状況は比較的良好ですが、平成 22 年度以降は減少

幅が縮小し、横ばい状態となりつつあります。 

 

図２－２ １人１日あたり排出量（排出原単位）の推移  
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② 資源化率 

 資源化率は、目標の達成に向けた進捗状況が悪く、平成 25 年度の実績で 20.1％

となっており、平成 19 年度とほぼ同レベルにとどまっています。 

 なお、平成 23 年度以降、焼却灰の再資源化の実施効果による上昇が見られました

が、分別収集に伴う資源回収量や集団資源回収量が減少しているため、目標達成に  

向けて大きな上昇が見られず、ほぼ横ばい状態が続いています。 

 

図２－３ 資源化率の推移 

 

図２－４ 資源化量の推移  

22,768
20,465 20,215 18,614 18,511 17,608 17,929

6,363

5,874 5,422
5,324 5,072

4,877 4,811

2,817 5,583 3,936

3,248

2,920 2,857
2,872

2,654
2,461

2,412

32,379

29,259 28,494
26,810

29,054
30,529

29,088

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（ｔ）

分別収集に伴う資源化量 集団資源回収量 焼却灰再資源化 その他

7 



③ 焼却処理量 

 焼却処理量は、平成 19 年度に比べて約 10,708ｔ（約 8.3％）の削減が進んでい

ます。しかし、目標の達成のためには、さらに約 1 万 5 千ｔの削減が必要です。 

 

※１ 焼却処理量は処理施設への搬入量をベースとした数値 

※２ 平成 25 年度の実績には、し尿処理施設から搬入した脱水汚泥の量は含まない。 
  

図２－５ 焼却処理量の推移 

 

④ 最終処分量 

 最終処分量は、平成 19 年度に比べて約 6,300ｔ（約 34.1％）の削減が進んで   

いますが、焼却灰の再資源化量の増減に大きく左右される状況にあります。 

 

図２－６ 最終処分量の推移  
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⑤ 市民一人ひとりの家庭ごみ削減の努力目標 

 前計画では、１人１日あたり排出量、資源化率、焼却処理量削減率及び最終処分量

削減率の４つの数値目標を達成するために、各家庭において市民一人ひとりに求めら

れる家庭ごみ削減の努力目標を示しています。 

 ごみの減量と分別で燃やすごみを１人１日 150ｇ減量するという努力目標に対し

て、平成 25 年度は平成 19 年度と比較して 30ｇの減量にとどまっています。 

 

 
※１ ごみ集積所収集、大型ごみの戸別収集、拠点回収及び集団資源回収により収集された家庭ごみ

（資源物を含む）の量を示す。クリーンセンターへ直接搬入された量は含まない。 

※２ その他のごみとは、燃やさないごみ、大型ごみ、有害ごみをいう。 

※３ 資源物として分別排出される量には、集団資源回収量を含む。 

※４ 平成 30 年度の数値は目標達成時の計画値 

  

図２－７ 市民１人が１日に排出する家庭ごみの内訳の推移 
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（３）ごみ処理体制 
 

① 収集運搬 

 

ア 家庭系ごみの収集運搬 

 家庭系ごみについては、平成 14 年 10 月から 12 分別収集を実施しています。 

 市が収集したごみのうち、燃やすごみ、燃やさないごみ、有害ごみ及び大型ごみ

はクリーンセンターへ、資源物のビン・カンとプラスチック製容器包装類（ペット

ボトルを含む）は市内の民間の中間処理施設へ、紙類・布類は市内の紙問屋へ、   

それぞれ搬入しています。 

 また、公共施設等において、紙パック及びペットボトルの拠点回収を実施してお

り、平成 25 年 11 月からは使用済小型家電（携帯電話、デジタルカメラ、携帯音

楽プレーヤー等）の拠点回収を開始しています。 

 この他、市民の自主的な集団資源回収によって、資源物が回収されています。 

 なお、引越し等において一時的に多量に発生するごみは、排出者が自らクリーン

センターへ搬入するか、市長が許可した一般廃棄物収集運搬業者（許可業者）に  

委託して処理しています。 

 

イ 事業系ごみの収集運搬 

 事業系ごみは、事業者自らの責任において、自ら運搬するか、又は許可業者に  

委託してクリーンセンターへ搬入しています。 

 なお、紙類や食品循環資源等については、民間の再資源化施設等へ搬入すること

により資源化を行っています。 
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表２－２ 家庭系ごみの分別区分と収集体制 

 区 分 収集頻度 収集主体 備 考 

集積所 

収集等 

（12 分

別） 

燃やすごみ 週３回 市（委託・直営）  

燃やさないごみ 
週１回 市（委託・直営） 

同一収集日に同じ車両

で収集 有害ごみ 

大型ごみ 
必要の 

都度 
市（委託・直営） 

事前申込制による 

戸別有料収集 

資
源
物 

ビン 
週１回 市（委託） 

ビン・カンと紙類・布

類は同一収集日に別の

車両で収集 

カン 

紙類 

新聞 

週１回 市（委託） 

雑誌（雑がみを含む） 

ダンボール 

紙パック 

布類 

プラスチック製容器包装類 

（ペットボトルを含む） 
週１回 市（委託・直営） 

拠点回収 
資
源
物 

紙パック 

原則 

週１回 
市（直営） 

公共施設の回収拠点に

おける回収 
ペットボトル 

使用済小型家電 

集団資源 

回収 
紙類、布類、ビン、カン － 資源回収業者 

登録団体による自主的

な回収 

平成 26 年 4 月 1 日現在  

＜市で収集しないごみ＞ 

▼個別リサイクル法等に基づきメーカー等によって回収されるもの 

・エアコン、テレビ（ブラウン管式・液晶式・プラズマ式）、電気冷蔵庫・電気冷凍庫、 

電気洗濯機・衣類乾燥機 

・パソコン（本体・ディスプレイ） 

・自動二輪車（原付バイクを含む） 

▼市の処理施設において処理が困難なもの 

・爆発、引火、感染等の危険性のあるもの 

・有害性のあるもの（市が分別収集することとしたものを除く） 

・著しく悪臭を発するもの 

・上記のほか、家庭ごみの処理を著しく困難にし、又は市の処理施設の機能に支障が生ず

るもの（自動車解体部品、ピアノ、耐火金庫など） 

▼引越し等により一時的に多量に発生するもの 
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② 中間処理 
 

ア ごみの焼却・破砕等 

 市川市クリーンセンターは、焼却施設と破砕処理施設が一体となったごみ処理施

設です。（処理能力 焼却：600ｔ／24ｈ、破砕：75ｔ／5ｈ） 

 平成 6 年の稼動開始後、約 20 年が経過し老朽化が進んだため、平成 22 年度か

ら 25 年度にかけて延命化事業を実施しました。 

 クリーンセンターでは、燃やすごみ（可燃系大型ごみ、破砕・選別処理後の可燃

物等を含む）を焼却処理しているほか、熱エネルギー回収施設として、ごみ焼却時

に発生する熱エネルギーを回収し、そこで得られた電力や蒸気は施設内や隣接する

余熱利用施設（クリーンスパ市川）で利用しており、余剰電力については電気事業

者へ売却しています。 

 燃やさないごみや不燃系の大型ごみについては、破砕・選別処理し、鉄とアルミ

を回収しています。なお、燃やさないごみ及び大型ごみから使用済小型家電をピッ

クアップ回収し、資源化する取り組みを平成 25 年度から一部開始しています。 

 有害ごみ（乾電池、蛍光管、水銀体温計）は、一時保管後、市外の民間処理業者

へ委託し、処理しています。 

 クリーンセンターへ搬入されたごみのうち、剪定枝については、チップ化により

じゅんかん堆肥（土壌改良材）の原料として資源化していましたが、東日本大震災

に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質の影響のため、資源化を 

休止しています。 

 

イ 資源物の中間処理 

 本市は資源物の中間処理施設を有していないことから、ビン・カン及びプラスチ

ック製容器包装類の選別等の処理を、それぞれ市内の民間の中間処理施設に委託し

ています。 

 ビンはリターナルびんと色別に、カンは素材別（鉄・アルミ）に選別し、資源化

を行い、プラスチック製容器包装類はペットボトルとその他のプラスチック製容器

包装に選別し、圧縮・梱包の後、容器包装リサイクル法に基づき(公財)日本容器包

装リサイクル協会へ引渡しを行い、資源化してます。 

 

③ 最終処分 

 本市は最終処分場を有していないため、クリーンセンターから発生する焼却灰と 

破砕残さについては、市外にある民間の最終処分場に埋立てしているほか、焼却灰の

一部は市外の民間処理施設で資源化しています。 
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表２－３ 中間処理体制 

区 分 
搬入 

施設 
処理方法 処理主体 

燃やすごみ 
市
川
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
（
市
施
設
） 

焼却 

熱回収 

燃やすごみ及び破砕した可燃系大型ごみ

は焼却処理する。 

また、破砕・選別後の可燃物についても焼

却処理する。 

市（直営） 

大型ごみ 

可燃系 

不燃系 

破砕 

選別 

燃やさないごみ及び不燃系大型ごみは破

砕処理し、４種類（鉄・アルミ・可燃物・

埋立物）に選別する。 

破砕・選別後の鉄・アルミは再資源化事業

者へ売却する。 

破砕・選別後の可燃物は焼却処理する。 

市（直営） 

燃やさないごみ 

有害ごみ 再資源化 

市川市クリーンセンターで一時保管後、

市外の民間処理施設で水銀等の回収処理

を行う。 

市（委託） 

ビン 処
理
施
設 

市
内
民
間 

再資源化 

手選別によりリターナルビンと色別（無

色・茶・黒・緑）に選別し、リターナルビ

ン以外はカレット化し、再資源化事業者へ

売却又は引渡す。（一部、(公財)容器包装

リサイクル協会へ引渡す。） 
市（委託） 

カン 再資源化 
磁力選別により鉄とアルミに選別し、圧縮

加工し、再資源化事業者へ売却する。 

紙類 

（新聞、雑誌、ダン

ボール、紙パック） 

市
内
紙
問
屋 

再資源化 
有価物として直接、再資源化事業者へ売却

する。 
― 

布類 

プラスチック製容器 

包装類（ペットボト

ルを含む） 

処
理
施
設

市
内
民
間 

再資源化 

異物を除去し、ペットボトルとその他のプ

ラスチック製容器包装に選別後、圧縮・梱

包し、(公財)容器包装リサイクル協会へ引

渡す。 

市（委託） 

平成 26 年 4 月 1 日現在  

 

表２－４ 最終処分体制 

区 分 処理施設 処理方法 処理主体 

焼却灰 
市外民間 

処理施設 

埋立 

（一部再資源化） 

市外の最終処分場に埋立て

する。（一部は再資源化） 
市(委託） 

破砕残さ 
市外民間 

処理施設 
埋立 

市外の最終処分場に埋立て

する。 
市(委託） 

平成 26 年 4 月 1 日現在  
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④ ごみ処理フロー 

 本市におけるごみ処理のフロー（平成 25 年度実績）は次のとおりです。 

 

図２－８ ごみ処理フロー 

（内訳）
・焼却灰 　10,268ｔ
・破砕残さ 1,931ｔ

【クリーンセンター
での施設回収】

・鉄 1,666ｔ
・アルミ 158ｔ

（内訳） ・破砕前金属類等 403ｔ
・ビン 2,721ｔ ・小型家電 37ｔ
・カン 1,457ｔ ・紙類 16ｔ

【資源化委託等】
・焼却灰 3,936ｔ
・有害ごみ 48ｔ
・ビン 57ｔ

（内訳） ・破砕不適物 5ｔ
・新聞 1,461ｔ ・家電4品目 22ｔ
・雑誌 3,272ｔ
・ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ 3,545ｔ 【資源物の分別収集
・紙ﾊﾟｯｸ 98ｔ に伴う資源化】
・布類 433ｔ ・ビン 2,453ｔ

・カン 1,085ｔ
・新聞 1,461ｔ
・雑誌 3,272ｔ
・ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ 3,545ｔ
・紙ﾊﾟｯｸ 98ｔ
・布類 433ｔ
・ペットボトル 665ｔ
・プラ製容器包装 4,916ｔ
・小型家電 1ｔ

【集団資源回収】
4,811ｔ

＊総排出量：145,022ｔ、処理人口：469,523人、1人１日あたり排出量：846ｇ/人・日

※1　焼却処理量は搬入量ベースの値。カッコ内の数値はし尿処理施設から搬入した脱水汚泥（514ｔ）を含んだ値

※2　㈱市川環境エンジニアリング 原木事業所

※3　日鉄住金物流㈱ 市川リサイクル工場

（内訳）
処理残さ

集団資源回収
4,811ｔ

資源回収業者
（直接引渡し）

資
源
物

ビン・カン
4,178ｔ

　　民間処理施設 ※2

（選別・圧縮）

紙類・布類
8,809ｔ

資源回収業者
（直接引渡し）

処理残さ 

プラ製容器包装類
5,984ｔ

　　民間処理施設 ※3

（選別・圧縮・梱包）

小型家電
1ｔ

クリーンセンター
（一時保管）

収集運搬 中間処理・一時保管 資源化・最終処分

ご
　
み

燃やすごみ
113,246ｔ

最終処分
12,199ｔ

市川市クリーンセンター

焼却施設
117,701ｔ

　　（118,215ｔ）※1

大型ごみ
3,354ｔ

破砕後可燃物

燃やさないごみ
4,591ｔ

破砕処理施設
5,716ｔ 資源化

29,088ｔ
（資源化率 20.1％）

有害ごみ
48ｔ
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（４）ごみの組成 
 平成２５年度の家庭系ごみ質調査結果における燃やすごみの組成（湿重量ベース）を

見ると、厨芥類（生ごみ）が約 39％、紙類が約 35％、プラスチック類が約 15％とな

っており、これらで全体の 9 割近くを占めています。 

 また、燃やすごみの中には、分別排出すれば再資源化できる可能性がある紙類・布類

やプラスチック製容器包装類（ペットボトルを含む）が多く含まれています。 

 

 

図２－９ 燃やすごみの組成（平成 25 年度） 

  

 

図２－10 資源物の分別排出状況（平成 25 年度）  
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（５）ごみ処理費用・手数料 
 

① ごみ処理費用 

 平成 25 年度のごみ処理（ごみ及び資源物の収集運搬・処理処分）には約 58 億   

4 千万円の費用がかかっており、市民１人あたりの経費は約 12,432 円となっていま

す。 

※計算方法は「廃棄物処理事業原価計算の手引き」（昭和 57 年(社)全国都市清掃会議）に準拠 

 

 

 

図２－１１ ごみ処理費用の推移 
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② ごみ処理手数料 

 家庭系ごみについては、大型ごみを戸別収集する場合は有料ですが、それ以外の  

ごみや資源物を集積所に排出する場合は無料となっています。 

 また、市の処理施設（クリーンセンター）へごみを搬入する際の手数料は、家庭系・

事業系を問わず、10 ㎏につき 216 円（消費税等相当額を含む）となっています。 

 なお、事業系ごみの収集運搬を許可業者に依頼する場合の料金ついては、各許可業

者が独自に定めています。 

 

表２－５ ごみ処理手数料の状況 

取扱区分 手数料 備 考 

大型ごみを市が収集運搬 

するとき 

品目により 

510 円・1,030 円・1,540 円 

・2,060 円・2,570 円 

家庭系ごみ 

市の処理施設に搬入する 

とき 
10 ㎏につき 216 円 

家庭系ごみ・事業系 

ごみの区分なし 

※ 手数料の額には消費税等相当額を含む。 平成 26 年 4 月 1 日現在 
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２－２ ごみ処理の課題 

 

（１）ごみ処理体制等から見た課題 
 

① ごみの最終処分の他市依存 

 本市は最終処分場を有しておらず、ごみの焼却灰などの残さの処分を市外の民間処

理業者へ委託しており、本市のごみ処理は、処分先の最終処分場が立地する市町村の

理解のもとに成り立っています。 

 また、全国的に最終処分場の新設は困難な状況であり、既存の最終処分場の残余容

量が減少を続けていくなかで、将来的に本市のごみの最終処分先が確保できなくなる

事態も考えられます。 

 そのため、本市は、継続的なごみ減量努力が強く求められる立場にあり、徹底した

ごみの減量と資源化により、最終処分量を大幅に削減していくことが課題です。 

 

② クリーンセンターの老朽化 

 平成 6 年 4 月に稼動を開始した市川市クリーンセンターは、延命化事業の実施によ

り稼動期間を 10 年間延長し、平成 35 年度まで稼動予定ですが、稼動開始から 20

年が経過していることから、建て替えに向けた準備を進めることが必要な時期に来て

います。 

 今後も安定したごみ処理体制を確保していくために、将来的なごみ処理施設の整

備・運営のあり方を具体化していく必要があります。 

 

③ ごみ処理に伴う環境負荷の低減とごみ処理総費用の抑制 

 ごみ処理においては、収集運搬から再資源化、最終処分の各段階において様々な環

境への負荷が発生しており、これらは地域の環境への影響にとどまらず、化石燃料の

使用やごみの焼却等に伴う温室効果ガスの発生等により、地球規模の環境にも深刻な

影響を与える一因となっています。 

 また、今後もごみの減量・資源化と適正処理を進めていくためには、将来的な処理

施設の整備にかかる費用を含めて多額の費用が必要となりますが、少子高齢化の進展

等に伴い財政状況が厳しさを増していくなかで、経済的なごみ処理を進めていくこと

も求められています。 

 そのため、ごみ処理量の削減に加えて、ごみ処理事業の効率化を図ることで、ごみ

処理に伴う環境負荷を可能な限り低減するとともに、ごみ処理に係る総費用を抑制し

ていく必要があります。 
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（２）ごみの排出状況等から見た課題 
 

① 分別排出の徹底 

 本市では家庭ごみの 12 分別収集の導入により、紙類、布類及びプラスチック製容

器包装類を資源物として分別収集することで燃やすごみの削減を進めてきました。 

 しかし、近年は、燃やすごみの量が横ばい傾向となっていることに加えて、燃やす

ごみの中に分別すれば資源化が可能なものが未だに多量に混入しており、12 分別の

マンネリ化も指摘されています。 

 今後も、ごみの発生・排出抑制と分別の徹底を通じて、燃やすごみを継続して削減

していくことが課題です。 

 

② ルール違反ごみへの対応 

 ごみ減量・資源化と適正処理を進めていくためには、排出者の協力が不可欠ですが、

一部の家庭ごみ集積所においては、分別の状況が著しく悪い、指定ごみ袋を使用して

いない、決められた日時以外にごみを出しているなど、ごみの排出ルールが遵守され

ていない状況があります。 

 また、事業系ごみについても、家庭ごみ集積所への排出のほか、容易に分別が可能

な資源物がごみに多量に混入してクリーンセンターへ搬入されるといったルール違反

が一部に見受けられます。 

 今後は、排出ルールの徹底を図るとともに、ルールを守り、ごみの減量や資源化に

努力している市民や事業者だけが、ごみ処理に係る多くの負担を負うことが無いよう

に公平性の確保に留意し、排出者に対して適切な役割と責任の分担を求めていく必要

があります。 

 

③ 市民への情報周知 

 本市は人口の転出入が多いという特性があることから、市区町村によって異なる 

ごみの排出方法を、転入者に確実に周知していくことが重要です。 

 また、自治会への未加入世帯や新聞を定期購読していない世帯に対しては、自治会

内での回覧や広報いちかわの発行など、従来の手法だけでは市民に情報が行き届きに

くい状況にもなっています。 

 このため、本市の地域特性や市民の多様なライフスタイルに対応して、毎日の市民

生活に関わる「ごみ」に関する情報を、市民に確実に周知していくことが課題です。 
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